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1. はじめに 

新型コロナウイルスの影響が徐々に小さくなり，訪日外

国人を含む多くの人々が日本の各観光地を訪れている．観

光立国を目指す日本や観光立県を目指す各地域は，これを

一過性のものとせず今後の発展に繋げることが重要であり，

そのためには定量的な指標を用いた状況把握と分析が求め

られる．しかし，観光分野において使用できる統計データ

は限られている[1]．具体的にはデータの粒度に関する課題

と，それに伴うデータを公開する地域数に関する課題が存

在する． 

観光統計データ（観光客数や宿泊客数）は基本的に都道

府県単位および月単位で公開されている[1]．しかし，観光

施策の意思決定は都道府県よりも細かい単位で行われるこ

とが多いため，少なくとも市区町村単位でのデータが必要

である．また，月単位のデータでは各週で行われたイベン

ト等の影響を確認することが困難である．各地域が独自に

調査を行うことで，より詳細なデータを生成することは可

能であるが，コストの問題等で実施が困難な地域も多い．

また，一部地域で調査を実施できた場合も，結果を比較で

きる地域が限られるため，地域の実態を相対的に把握する

ことは困難である．したがって，地域の実態をより正確に

把握するためには，都道府県単位および月単位よりも細か

い粒度で，全国のあらゆる地域を比較可能なデータが必要

である． 

本研究では各地域が活用可能なデータの一例として，宿

泊予約サイト（OTA: Online Travel Agency）のデータを用

いて各地域の宿泊予約の実態を定量化する．OTAでは 1日

ごとに空室状況が更新されるため，これを日々記録するこ

とで宿泊状況の変化を 1 日単位で分析することが可能であ

る．またOTAでは全国の宿泊施設に関する情報が統一され

た形式で公開されているため，公的な統計データが存在し

ない市区町村同士の比較も可能である．本稿では，このデ

ータを用いて，近年の各地域の宿泊予約の変化を市区町村

単位で探索的に分析し，特徴的な変化を示す観光地を抽出

する．そして，それぞれの地域の変化の要因について考察

する． 

2. 研究手法 

本稿で使用するデータの概要と分析対象について説明し

た後に，具体的な分析手法について述べる． 

2.1 使用データと分析対象 

本研究ではOTAのデータを利用して宿泊実態の把握を目

指す．日本には数多くのOTAが存在するが，本研究では，

日本で最も使用されている OTAの 1つである「じゃらん」

からデータを収集した．今回の分析ではじゃらんにおいて

大人 1 人 1 泊の条件で宿泊日の前日時点で予約可能なプラ

ン情報から，各宿泊施設の空室数を推定した．推定方法に

ついては過去の研究[2]で精度の高いとされた手法と同様と

して，本稿では紙面の都合上説明を省略する．なお，分析

対象期間は 2021年 1月 1日から 2022年 12月 31日の 2年

間とした． 

2.2 分析手法 

本稿では OTA からデータを収集し推定した 2021 年と

2022 年の宿泊施設の空室数を，市区町村単位で集計し比較

した．全国や都道府県単位では，2022 年は 2021 年よりも

空室数が少ない（宿泊者数が多い）ことは既存の統計によ

り明らかになっているため，本分析ではさらに粒度を細か

くして，特に空室数が減少している市区町村を抽出した．

加えて，全体傾向とは異なり，空室数が増加している市区

町村も合わせて抽出した． 

次に，2021 年から 2022 年にかけての変化が，ビジネス

需要によるものか観光需要によるものかを区別するために，

推定空室数を土曜日のものとその他の曜日のものに分けて

集計し比較した．その上で，全体傾向とは異なる結果を示

す市区町村についてはその要因について考察した． 

なお，今回の分析では比率を使用するため，推定空室数

が頻繁に 0 となる地域や，常に低い数値で推移する地域に

ついては分析対象外とした．本稿では 1 日当たりの平均推

定空室数が 20を超える 167市区町村の分析結果について報

告する． 

3. 結果と考察 

新型コロナウイルスの影響が小さくなったこともあり，

全体としては既存の統計と同様に，2022 年の方が 2021 年

よりも推定空室数が少ない傾向にある（表 1）．つまり，

各市区町村の宿泊者数は増加傾向にあると言える．ただし，

変化率の大きさは市区町村によってばらつきがあり，推定

空室数が特に減少しているのは地方の中核都市が多い．具

体的には，減少率の高い順に福島市，前橋市，大分市，甲

府市，秋田市，伊勢崎市，岐阜市，高知市，仙台市，宇部

市などである．これらの地域については各都道府県の主要

な都市であり，順調に宿泊の需要が高まっていると考えら

れる．言い換えると，2021 年以前に新型コロナウイルスの

影響を大きく受けていた地域であるとも言えるだろう． 

一方で，全体傾向とは異なり，2022 年の推定空室数が

2021 年を上回っている（宿泊者数が減少している）地域は，

加賀市，宜野湾市，白浜町，船橋市，名護市，湯沢町，小

松市，沖縄市，倶知安町，上越市である．これらの地域は

人口の規模や観光資源等に明確な共通点は見られない．地

理的な特徴では，10地域の中で沖縄県が 3，北海道が 1地 
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表 1 推定空室数前年比の記述統計 

平均値 0.773 

中央値 0.773 

標準偏差 0.137 

最大値 1.227（加賀市） 

最小値 0.428（福島市） 

 

域に加えて，空港のある白浜町や小松市，その隣接地域の

加賀市が含まれており，7 地域が比較的飛行機での来訪者

が多い地域である．このことから，航空会社の運航状況や

航空料金の影響を受けているという仮説が立てられる． 

次に，推定空室数を土曜日とその他の曜日に分類した集

計結果について述べる．土曜日とその他の曜日の推定空室

数の変化には強い正の相関（0.858）があり，観光客の多い

土曜日の需要が高まっている地域は，ビジネス利用の多い

平日の需要も高まっていることがわかる（図 1）．したが

って，データを土曜日に限定した場合も減少率の高い地域

は福島市や前橋市など前述した地域と同様である（図 1 左

下）．しかし，一部の地域では土曜日の変化率がその他の

曜日に対して高い地域がある．それらの地域は図 1 におい

て近似線よりも右側に位置している地域であり，船橋市，

御殿場市，熱海市，尼崎市，町田市などが挙げられる．こ

れらの地域はビジネス利用に対して観光利用が大きく増加

していると考えられる．これらの地域がこのような結果を

示した要因について，各市の立地や観光資源等の共通点か

ら考察する． 

まず，船橋市，尼崎市，町田市の 3 つの地域については，

大都市に近接しているという共通点がある．船橋市は東京

都と千葉県の境に位置し，東京 23区や千葉市へ短時間で移

動できる．尼崎市や町田市も同様で，それぞれ大阪市や神

戸市，東京 23区や横浜市へ短時間で移動できる．しかし，

3 市には観光資源台帳（日本交通公社が公表）や観光ガイ

ドブック等で大きく取り上げられるような全国的に知名度

のある観光資源は存在しない．したがって，立地の良さに

より，周辺地域の観光需要の高まりからの波及効果によっ

て宿泊者が増加していると考えられる．例えば，東京ディ

ズニーリゾートやユニバーサルスタジオジャパンのような

テーマパークや，幕張メッセや横浜アリーナ，日産スタジ

アム，大阪ドーム等の大規模イベント施設の需要回復が影

響している可能性が考えられる．また，大都市へのアクセ

スの良さから考えると，平日のビジネス需要も高いと考え

られる．しかし，東京都や大阪府，神奈川県，千葉県，兵

庫県の都市は，推定空室数が減少傾向にはある一方で，地

方都市と比較すると変化率は大きくない．これはビジネス

需要が低いというよりは，2021 年の段階から一定数のビジ

ネス需要があったことが要因であると考えられる． 

次に，御殿場市と熱海市は前述の 3 市とは異なり，明確

な観光資源が存在する．御殿場市には富士山の登山口や大

型アウトレットモール等があり，熱海市は楽天トラベルの

人気温泉地ランキングで全国 1 位になるなど，全国でも有

数の温泉地である[3]．両市は静岡県の東部に位置する近接

した地域でもあり，高速道路や新幹線で首都圏からのアク

セスが良好であるという条件も重なって観光需要が高まっ

たと考えられる．一方で，土曜日とその他の曜日の変化率

に差があることから，ビジネス需要が高い地域ではないこ

とが推察される． 

 

図 1 推定空室数の変化 

4. おわりに 

本研究では，日本の各観光地が分析に使用できるデータ

が不足しているという問題に着目し，新たなデータ活用の

一例として，OTAデータを用いた既存の統計よりも粒度の

細かい宿泊実態の把握を試みた． 

OTAデータを用いたことで，都道府県単位では宿泊者が

増加したとされる地域の中でも，特に宿泊者が増加してい

る地域や，市区町村単位では宿泊者が減少している地域を

抽出することができた．また，OTAデータでは日単位の分

析が可能であり，観光需要の高い土曜日とそれ以外の曜日

の宿泊状況を比較することで，各地域の宿泊需要の特徴を

把握することも可能となった．また，これらの分析を通じ

て，コロナ禍において大都市から徐々に宿泊需要が回復し

ている様子を読み取ることができた． 

以上のように，本稿ではOTAデータが地域のマーケティ

ングにとって有用な情報源の 1 つである可能性が示唆され

た．今回の分析は広範囲の地域を対象とした探索的な分析

であったため，1 つ 1 つの地域について確証的な結論を得

ることは難しかったが，いくつかの新たな分析への視座を

得ることができた．今後は探索的な分析結果や理論に基づ

く仮説を設定し，それらを検証するためにOTAデータを活

用することも期待される． 
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